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５ Summary

 The same with the notice above (No. 1)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

purchased : 1 set of Broadband Mobile Ra‑

dio Equipment

 Delivery period : 21 November 2016

 The same with the notice above (No. 1)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 The same with the notice above (No. 1)

 The same with the notice above (No. 1)

 have proven to have actually Delivery

or Production or Installation or Construc‑

tion the products concerned of the prod‑

ucts with performance similar to that of

the products concerned

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of tender opening from time

limit for the submission of application

forms and relevant documents for the

qualification

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 11 May 2016

 Time limit for tender : 12 : 00 p.m. 8 June

2016

 The same with the notice above (No. 1)

〇開発機械第７号（№７）
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量
ＣＣＴＶカメラ管理装置改修 一式
（電子入札対象案件）
 開発機械第１号の１に同じ。
 納入期限 平成28年12月２日
 開発機械第１号の１に同じ。
 開発機械第５号の１に同じ。
 開発機械第１号の１に同じ。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物
品の販売」において「Ａ」又は「Ｂ」等級に
格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資
格を有する者であること。
 予決令第73条の規定に基づき、支出負担行
為担当官が定める資格を有するものであるこ
と。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続しているものでないこと。
 気象庁から指名停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（平成27年12月
24日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008122 東京都千代田区大手町１
３４ 気象庁総務部総務課調達管理室第二
契約係 永田 圭子 電話0332128341
内線2581
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
・電子調達システム
https://www.nyusatsu.geps.go.jp/OMP/

Accepter/

・電子調達システムヘルプデスク
電話0570014889

２ 競争参加資格
 開発機械第１号の２に同じ。
 開発機械第１号の２に同じ。
 開発機械第１号の２に同じ。
 開発機械第５号の２に同じ。
 開発機械第１号の２に同じ。
 開発機械第１号の２に同じ。
 開発機械第１号の２に同じ。
３ 入札書の提出場所等
 開発機械第１号の３に同じ。
 開発機械第１号の３に同じ。
 開発機械第１号の３に同じ。
 電子入札システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 平成28年５月11日12
時00分
 電子入札システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 平成28年６月
８日12時00分
 開札の日時及び場所 平成28年６月９日11
時00分 北海道開発局事業振興部機械課

４ 開発機械第５号の４に同じ。
５ Summary

 The same with the notice above (No. 1)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Improve on CCTV Camera Ma‑

nagement Equipment

 Delivery period : 2 December 2016

 The same with the notice above (No. 1)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 The same with the notice above (No. 1)

 The same with the notice above (No. 1)

 The same with the notice above (No. 5)

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of tender opening from time

limit for the submission of application

forms and relevant documents for the

qualification

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 11 May 2016

 Time limit for tender : 12 : 00 p.m. 8 June

2016

 The same with the notice above (No. 1)

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年４月５日

支出負担行為担当官
気象庁総務部長 渡邊 良

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇気象第 27 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量 航空気象実況データ収
集処理システムの製作及び取付調整 １式
（電子入札対象案件）
 調達案件の特質等 仕様書のとおり。
 履行期限 仕様書のとおり。
 履行場所 仕様書のとおり。
 入札方法 落札決定は総合評価の方法を
もって行うので、総合評価の為の性能、機能、
技術等に関する書類を提出すること。上記１
の件名の納入に要する一切の諸経費を含め
た総価で行う。落札決定に当たっては入札書
に記載された金額に当該金額の８％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の108分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出・入札を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システムに
よりがたい場合は、あらかじめ紙入札方式参
加願いを提出しなければならない。
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